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フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（以下「フロン排出抑制法」又は

「法」という。）の都道府県における施行状況を把握するため、令和６年11～12月に調査を

実施し、その結果について以下のように整理を行った。 

 

第一章 フロン排出抑制法の施行状況（事業者編） 

 

１. 登録事業者・認定事業者 

（１）第一種フロン類充塡回収業者の登録状況（表 1）（図 1） 

令和６年４月１日時点での第一種フロン類充塡回収業者の登録数は全国で55,485件であ

り、令和５年４月１日時点の登録数（53,179件）と比較して約4％（2,306件）の増加とな

った。 

なお、全国の充塡回収業者による充塡回収量の集計結果は、別途とりまとめの上、公表

している。 

 

（２）省令49条認定事業者の認定状況（表 2）（図 2） 

令和６年４月１日時点での省令49条認定事業者数は全国で96件であり、そのうち民間企

業が81件、公益法人等が15件である。 

 

（３）省令49条認定事業者のフロン類取引量等（表 3） 

令和５年度に省令49条認定事業者が第一種フロン類充塡回収業者から引き取ったフロン

類の量は4, 278t、第一種フロン類再生業者及びフロン類破壊業者に引き渡したフロン類の

量はそれぞれ1,870t、2,379tである。 
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表 1 フロン排出抑制法に基づく第一種フロン類充塡回収業者登録状況（単位：事業者） 

 
 

都道府県

R5/4/1現在の第一種

フロン類充塡回収業

者登録事業者数

R5年度に廃業した第

一種フロン類充塡回

収業者登録事業者数

R5年度に失効した第

一種フロン類充塡回

収業者登録事業者数

R5年度に取消処分を

受けた第一種フロン

類充塡回収業者登録

事業者数

R5年度に新規に登録

した第一種フロン類

充塡回収業者登録事

業者数

R6/4/1現在の第一種

フロン類充塡回収業

者登録事業者数

北海道 754 6 35 0 73 786

青森県 451 6 16 0 47 476

岩手県 557 7 7 0 46 589

宮城県 852 16 8 0 62 890

秋田県 436 3 15 0 32 450

山形県 571 6 8 0 35 592

福島県 877 4 14 0 77 936

茨城県 2,023 24 40 0 151 2,110

栃木県 1,447 23 22 0 118 1,520

群馬県 1,436 16 21 0 115 1,514

埼玉県 3,289 33 60 0 238 3,434

千葉県 2,887 31 60 0 218 3,014

東京都 4,545 76 58 0 325 4,736

神奈川県 3,285 42 67 0 276 3,452

新潟県 818 8 17 0 48 841

富山県 427 8 4 0 35 450

石川県 519 6 3 0 40 550

福井県 507 8 4 0 48 543

山梨県 787 9 13 0 56 821

長野県 895 12 6 0 83 960

岐阜県 1,131 11 22 0 76 1,174

静岡県 1,688 19 32 0 134 1,771

愛知県 2,163 20 69 0 151 2,225

三重県 1,203 15 25 0 85 1,248

滋賀県 1,221 8 27 0 88 1,274

京都府 1,540 15 49 0 117 1,593

大阪府 2,442 20 93 0 211 2,540

兵庫県 1,931 20 104 0 209 2,016

奈良県 1,048 6 23 0 76 1,095

和歌山県 836 6 14 0 57 873

鳥取県 400 8 8 0 20 404

島根県 447 9 7 0 21 452

岡山県 851 11 18 0 49 871

広島県 894 11 48 0 71 906

山口県 721 2 0 0 49 768

徳島県 435 5 5 0 36 461

香川県 578 5 6 0 31 598

愛媛県 578 8 5 0 32 597

高知県 375 3 9 0 20 383

福岡県 1,367 11 24 0 87 1,419

佐賀県 608 7 14 0 47 634

長崎県 471 8 16 0 51 498

熊本県 676 2 50 0 67 691

大分県 625 5 5 0 42 657

宮崎県 535 10 9 0 55 571

鹿児島県 631 4 18 0 63 672

沖縄県 421 4 32 0 45 430

合計 53,179 597 1,210 0 4,113 55,485
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図 1 第一種フロン類充塡回収業登録者数の推移 
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表 2 省令49条認定事業者数（令和6年4月1日時点）（単位：事業者） 

 

 

 

図 2 省令49条認定事業者数の推移 

都道府県
省令49条認定事業者数

（民間企業）

省令49条認定事業者数

（公益法人等）

北海道 2 0
青森県 0 0
岩手県 6 0
宮城県 2 1
秋田県 0 0
山形県 0 0
福島県 0 1
茨城県 0 0
栃木県 0 1
群馬県 0 1
埼玉県 6 0
千葉県 0 1
東京都 6 0

神奈川県 0 0
新潟県 0 1
富山県 0 0
石川県 0 0
福井県 0 0
山梨県 0 1
長野県 0 1
岐阜県 1 0
静岡県 0 1
愛知県 18 0
三重県 0 0
滋賀県 0 0
京都府 0 0
大阪府 10 0
兵庫県 0 0
奈良県 0 0

和歌山県 0 0
鳥取県 1 0
島根県 0 1
岡山県 0 2
広島県 7 0
山口県 0 1
徳島県 0 0
香川県 4 0
愛媛県 4 0
高知県 0 1
福岡県 7 0
佐賀県 1 0
長崎県 1 1
熊本県 1 0
大分県 1 0
宮崎県 0 0

鹿児島県 1 0
沖縄県 2 0
合計 81 15

74
72 72 72

74

78

83 82

85 86 86
88

92

96

65

70

75

80

85

90

95

100

H23

年度

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

H31

年度

R2

年度

R3

年度

R4

年度

R5

年度

R6

年度

(事業者)



6 

表 3 省令49条認定事業者のフロン類取引量等（令和5年度実績）（単位：t） 

 

年度当

初に保

管して

いた量

第一種

フロン

類充塡

回収業

者から

引き

取った

量

第一種

フロン

類再生

業者に

引き渡

された

量

フロン

類破壊

業者に

引き渡

された

量

年度末

に保管

してい

たフロ

ン類の

量

年度当

初に保

管して

いた量

第一種

フロン

類充塡

回収業

者から

引き

取った

量

第一種

フロン

類再生

業者に

引き渡

された

量

フロン

類破壊

業者に

引き渡

された

量

年度末

に保管

してい

たフロ

ン類の

量

年度当

初に保

管して

いた量

第一種

フロン

類充塡

回収業

者から

引き

取った

量

第一種

フロン

類再生

業者に

引き渡

された

量

フロン

類破壊

業者に

引き渡

された

量

年度末

に保管

してい

たフロ

ン類の

量

年度当

初に保

管して

いた量

第一種

フロン

類充塡

回収業

者から

引き

取った

量

第一種

フロン

類再生

業者に

引き渡

された

量

フロン

類破壊

業者に

引き渡

された

量

年度末

に保管

してい

たフロ

ン類の

量

全国 6 57 11 48 3 38 1,303 536 765 41 75 2,918 1,323 1,566 104 120 4,278 1,870 2,379 148

合計CFC HCFC HFC
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第二章 フロン排出抑制法の施行状況（行政編） 

 

１. 周知・啓発活動の実施状況 

（１）普及啓発・情報提供の実施状況（表 4～表 7 ） 

フロン排出抑制法の各関係事業者に対する周知のため実施又は予定している普及啓発・

情報提供については、充塡回収業者向けは38自治体、建設業者（解体業者）向けは38自治

体、冷凍空調機器の管理者向け（充塡回収業者と連携した取組）は16自治体、同（充塡回

収業者と連携した取組以外の取組）は36自治体でそれぞれ活動が行われている。具体的に

は、パンフレット等の配布、会議や説明会での周知、ホームページへの掲載が行われてい

ることが多い。また新聞、ラジオ放送による周知が行われている自治体もあった。 

 

表 4 実施した普及啓発・情報提供の内容（単位：自治体） 

 

  

充塡回収業者向け 建設業者(解体業者として)向け

冷凍空調機器の管理者向け

（第一種フロン類充塡回収業者と

連携した取組）

冷凍空調機器の管理者向け

（第一種フロン類充塡回収業者と

連携した取組以外の取組）

全国計 38 38 16 36
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表 5 実施した普及啓発・情報提供の内容 その1 

 

都道府県 充塡回収業者向け
建設業者(解体業者として）向

け

冷凍空調機器の管理者向け

（第一種フロン類充塡回収業

者と連携した取組）

冷凍空調機器の管理者向け

（第一種フロン類充塡回収業

者と連携した取組以外の取

組）

北海道 - - - -

青森県 特になし 特になし 特になし 特になし

岩手県 - - - -

宮城県

登録申請時や立入検査時にフ

ロン排出抑制法のパンフレッ

トを配布

建設リサイクル法パトロール

の合同実施時における周知

事業者団体が実施するシンポ

ジウム等での講演

他法令の立入検査との合同実

施、他法令講習会での周知

秋田県

パンフレットの配布、立入検

査時の周知・パンフレット配

布

パンフレットの配布、立入検

査時の周知・パンフレット配

布、建リ法パトロールの際の

周知・説明

パンフレットの配布 パンフレットの配布、立入検

査時の周知・パンフレット配

布、食品衛生責任者養成講習

会におけるパンフレットの配

布

山形県

フロン排出抑制法関連パンフ

レットの配布

他法令説明会での周知 フロン排出抑制法関連パンフ

レットの配布

県の施設に内部監査を行い機

器の管理状況等を確認してい

る

福島県

新規登録者に対する変更届・

充填回収量報告等の方法を説

明、パンフレットやチラシの

配布

パトロール・立ち入り時にパ

ンフレットを配布している

特になし チラシの配布

茨城県
新聞寄稿による周知 他法令説明会においてチラシ

を配布、新聞寄稿による周知

特になし 他法令説明会においてチラシ

を配布、新聞寄稿による周知

栃木県

立入検査時にパンフレットを

配付

建築リサイクル法の合同パト

ロールの際、解体業者宛て、

リーフレット    （建物・解体

業者の皆様へ）の配布

立入検査時にパンフレットを

配付

関係団体等に周知依頼

群馬県

充填回収技術講習会及び回収

技術講習会の開催

立入検査時のパンフレット配

布

特になし ラジオ放送（FMぐんま県政情

報番組）

県広報への記事掲載

県内10商工会議所でのパンフ

レット配布、会報への記事掲

載

立入検査時のパンフレット配

布

埼玉県

フロン回収処理推進協議会や

冷凍設備保安講習会における

周知

動画の配信による法令説明会

における周知（配信期間：令

和5年11月1日～令和6年10月

31日）

特になし フロン回収処理推進協議会や

冷凍設備保安講習会における

周知

機器管理者への専門家派遣

千葉県

立入検査時にパンフレット・

チラシを配布。県ホームペー

ジにおいて周知を実施。

解体届出窓口にチラシを配

置。立入検査時にパンフレッ

ト・チラシを配布。県ホーム

ページにおいて周知を実施。

特になし 立入検査時にパンフレット・

チラシを配布。県ホームペー

ジにおいて周知を実施。

東京都 講習会の開催 パンフレット等の配布 - 講習会の開催

神奈川県
登録（更新）受付時、立入検

査時にチラシを配布。

立入検査、パトロール時にチ

ラシを配布。

- -

新潟県

啓発用パンフレットの配布、

立入検査時の情報提供、

建設リサイクル法パトロール

時の情報提供、県ホームペー

ジに登録済み充填回収業者掲

載

- -

富山県

ホームページにおける周知、

登録・更新申請時にチラシを

配布

ホームページにおける周知、

業界団体にチラシ配布、業界

誌への寄稿、

建リ法担当部局と連携し全国

一斉パトロールの際にチラシ

配布

ホームページにおける周知 ホームページにおける周知

石川県

しおりを作成し配布、パンフ

レットの配布、ホームページ

での周知、立入検査時に周知

ホームページでの周知、立入

検査時に周知

第一種フロン類充填回収業者

に冷凍空調機器の管理者向け

パンフレットを配布

ホームページでの周知、環境

関連イベント時に周知、ラジ

オで周知、立入検査時に周知

福井県

保健所へのフロン法関連のパ

ンフレットの設置

保健所へのフロン法関連のパ

ンフレットの設置

保健所へのフロン法関連のパ

ンフレットの設置

保健所へのフロン法関連のパ

ンフレットの設置

管理者向けの研修会を実施
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表 6 実施した普及啓発・情報提供の内容 その2 

 

都道府県 充塡回収業者向け
建設業者(解体業者として）向

け

冷凍空調機器の管理者向け

（第一種フロン類充塡回収業

者と連携した取組）

冷凍空調機器の管理者向け

（第一種フロン類充塡回収業

者と連携した取組以外の取

組）

山梨県
- 建リ法パトロール時のチラ

シ、リーフレットの配布

- ラジオ周知

長野県

登録申請等における法周知の

パンフレットの配布

立入検査時の指導 充塡回収業者に対し、機器管

理者に法定点検の実施を促す

よう案内

大規模小売店舗立地法に基づ

く届出のあった際、機器管理

者として講ずべき措置を案内

岐阜県

充填回収業者を対象とした立

入検査において法の順守につ

いて呼びかけた。

建設リサイクル法に関する全

国一斉パトロールにおいて、

立入の際に解体業者へチラシ

を配布する等、法の遵守につ

いて呼びかけた。

特になし 管理者を対象とした立入検査

においてチラシの配布、ホー

ムページによる法の周知等、

法の遵守について呼びかけ

た。

静岡県

フロン排出抑制強化事業の内

容として、充填回収業者等に

対して、フロン排出抑制法や

県内のフロン行政の状況につ

いて、講習会の時間を用いて

説明を行った。

- - （一社）静岡県冷凍空調工業

会、（一財）環境・産業保安

機構の高圧ガス保安講習会に

おいて、フロン排出抑制法や

県内のフロン行政の状況につ

いて、講習会の時間を用いて

説明を行った。

愛知県

フロン排出抑制法対策に関す

る講習会（業者向け）の実施

チラシ等の配布

フロン排出抑制法対策に関す

る講習会（業者向け）の実施

チラシ等の配布

- フロン排出抑制法対策に関す

る講習会（管理者向け）の実

施

チラシ等の配布

三重県

ホームページによる情報提供 ホームページによる情報提

供、解体業者向け研修会での

講演、解体業者向けマンガ冊

子における周知

ホームページによる情報提供 ホームページによる情報提供

滋賀県 パンフレットの配布 パンフレットの配布 - パンフレットの配布

京都府
- - - フロン排出抑制法に関するセ

ミナーを実施。

大阪府

登録通知書送付時にチラシを

同封。関係団体への情報提供

を通じて周知。立入検査時に

パンフレット等配布。

庁内窓口でチラシ等配布。他

法令（建設リサイクル法）の

届出の受理証送付時にチラシ

を同封。他法令説明会におけ

る周知。関係団体への情報提

供を通じて周知。立入検査時

にパンフレット、チラシ等配

布。

- 関係団体への情報提供を通じ

て周知。

立入検査時にパンフレット等

配布。

兵庫県

パンフレット・チラシ（新規

登録者向け法37,39,47条の報

告義務記載）配布、実績報告

未提出の事業者へ立入及び指

導

パンフレット・チラシ配布

（建リ法の解体立入り時や合

同パトロール時に現場責任者

へ）、立入時に周知・指導

- 簡易点検の手引書等のパンフ

レット配布、商業施設への重

点的な立入、立入時に周知・

指導

奈良県

県HPにて普及啓発の情報周知 建設リサイクル法に関する全

国一斉パトロール実施時に、

フロン排出抑制法の遵守状況

の確認及び理解促進を目的と

した周知を実施。

- -

和歌山県

立入検査時にパンフレットを

配布。

建設業者向けの研修会におけ

るチラシの配布。関係団体の

会報へチラシの掲載。

充填回収業者への立入検査時

に、機器管理者へ法の周知を

依頼。

立入検査時にパンフレットを

配布。

鳥取県

立入検査時にパンフレット・

チラシを配布し周知

建設リサイクル法合同パト

ロールや廃棄物処理法関係の

研修会時にパンフレット・チ

ラシを配布して周知

特になし 食品衛生管理責任者講習会で

パンフレット・チラシを配布

し周知

島根県 - - - -

岡山県

更新登録をした業者に対し、

フロン排出抑制法の令和２年

度改正内容を周知するチラシ

を配布した。

立入検査時、フロン排出抑制

法の令和２年度改正内容を周

知するチラシを配布した。

-

立入検査時、フロン排出抑制

法の令和２年度改正内容を周

知するチラシや簡易点検に関

するチラシを配布した。
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表 7 実施した普及啓発・情報提供の内容 その3 

 

 

 

（２）各種地域活動等との連携・活動強化 

14自治体において、市町村やフロン類回収推進協議会等との連携・活動強化が行われて

いる。具体的には、パンフレット等の配布、技術講習会等の開催等が行われている。 

都道府県 充塡回収業者向け 建設業者(解体業者として）向け

冷凍空調機器の管理者向け

（第一種フロン類充塡回収業者と

連携した取組）

冷凍空調機器の管理者向け

（第一種フロン類充塡回収業者と

連携した取組以外の取組）

広島県
立入検査時にパンフレット等によ

り周知

- - -

山口県

立入調査時にパンフレット等を配

布し、周知を図っている

建リ法合同パトロール調査時にパ

ンフレット等を配布し、周知を

図っている

立入調査時にパンフレット等を配

布し、周知を図っている、

国主催の説明会等を各団体やＨＰ

等を通じて広く案内している

-

徳島県
業界団体との連携によるフロン排

出抑制法説明会の実施

業界団体との連携によるフロン排

出抑制法説明会の実施

業界団体との連携によるフロン排

出抑制法説明会の実施

-

香川県

県ホームページによる情報提供

新規登録事業者に対して、ガイド

ブックを送付

県ホームページによる情報提供

土木事務所等へのチラシ設置

- 県ホームページによる情報提供

保健所等へのチラシ設置

優先確認事業者リストの事業者に

対して、管理状況調査を実施

愛媛県

定期的な立入調査時における普及

啓発や県ホームページでのパンフ

レット等の掲載などによる普及啓

発・情報提供を実施。

建リ法に関する一斉パトロール時

（6月、10月）の普及啓発や県

ホームページでのパンフレット等

の掲載などによる普及啓発・情報

提供を実施。

建リ法に関する一斉パトロール時

（6月、10月）の普及啓発や県

ホームページでのパンフレット等

の掲載などによる普及啓発・情報

提供を実施。

建リ法に関する一斉パトロール時

（6月、10月）の普及啓発や県

ホームページでのパンフレット等

の掲載などによる普及啓発・情報

提供を実施。

高知県

- - - 保健所食品担当者会等にて、飲食

店等営業者へ周知するよう依頼し

チラシを配布した。

福岡県

フロン排出抑制法に関する説明会

の開催

フロン排出抑制法に関する説明会

の開催， 環境イベントにおける

啓発事業の実施

- フロン排出抑制法に関する説明会

の開催， 環境イベントにおける

啓発事業の実施

佐賀県
チラシ・パンフレットの配布、県

ホームページによる周知

チラシの配布、県ホームページに

よる周知、簡易的な説明会

チラシ・パンフレットの配布、県

ホームページによる周知

チラシ・パンフレットの配布、県

ホームページによる周知、説明会

長崎県 - - - -

熊本県 ラジオによる周知及びチラシ配布 チラシ配布 - ラジオによる周知及びチラシ配布

大分県

ホームページの公開。国作成のチ

ラシ、パンフレットを配布。立入

検査時に法制度について説明、周

知。

国作成のチラシ、パンフレットを

大分県関係部署を通じて配布。立

入検査時に法制度について説明、

周知。

国作成のチラシ、パンフレットを

配布。立入検査時に法制度につい

て説明、周知。

ホームページの公開。国作成のチ

ラシ、パンフレットを配布。立入

検査時に法制度について説明、周

知。

宮崎県

特になし 建設業の説明会における周知（説

明又はチラシ配布）、建設リサイ

クル法届出時のチラシ配布

特になし 食品衛生講習会でのチラシ配布

鹿児島県

新規登録時に登録通知文書ととも

に，フロン排出抑制法に係る文書

を添付

ホームページでの普及啓発・情報

提供

- 講習会等においてパンフレットを

配布

沖縄県
フロン排出抑制法に関する講習会

の開催。

県ホームページにおいて、解体業

者の責務等を掲載している。

県ホームページにおいて、解体業

者の責務等を掲載している。

県ホームページにおいて、解体業

者の責務等を掲載している。
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２. 立入検査等の実施状況 

（１）立入検査等の実施状況（表 8～表 19）（図 3、図 4） 

令和５年度において、立入検査及び任意の実施調査（以下「立入検査等」という。）の

合計は全国で4,766件であり、対象の内訳は、第一種特定製品管理者が1,462件、第一種フ

ロン類充塡回収業者が1,029件、特定解体工事元請業者が1,816件、第一種特定製品引取等

実施者が36件、その他が119件、任意の実施調査が304件となっている。 

立入検査等実施状況の年度での推移をみると、平成29年度以降は増加傾向となっている

が令和５年度は減少している 

また、法に基づく指導・助言については、令和５年度は第一種特定製品管理者が330件

と上昇した一方、第一種フロン類充塡回収業者が134件、特定解体工事元請業者が139件

と減少している。 

 

表 8 立入検査等の実施状況（単位：件） 

 

※1 フロン排出抑制法が平成27年4月から施行され、第一種特定製品管理者が立入検査等の対象となった。 

※2 改正フロン排出抑制法が令和２年４月に施行されたことに伴い、特定解体工事元請業者及び第一種特定

製品引取等実施者が立入検査等の対象となった。 

※3 第一種特定製品整備者、第一種特定製品廃棄等実施者及び第一種フロン類引渡受託者。 

 

平成27

年度

平成28

年度

平成29

年度

平成30

年度

令和元

年度

令和2

年度

令和3

年度

令和4

年度

令和5

年度

立入検査対象の合計 2,323 3,095 2,669 3,237 3,546 6,198 6,542 8,201 4,766

第一種特定製品管理者（※1） 787 1,299 1,088 1,470 1,588 1,049 861 1,081 1,462

第一種フロン類充塡回収業者 1,113 1,381 1,249 1,200 1,127 1,285 849 1,160 1,029

特定解体工事元請業者（※2） - - - - - 765 539 1,536 1,816

うち事務所 - - - - - - 14 83 99

うち解体現場 - - - - - - 525 1,453 1,717

第一種特定製品引取等実施者（※2） - - - - - 161 86 59 36

その他（※３） 11 38 42 22 58 53 43 65 119

「任意の実地調査全体」 412 377 290 545 773 2,885 4,164 4,300 304
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図 3 立入検査等の実施状況の推移 
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表 9 令和5年度に実施したフロン排出抑制法に基づく立入検査等の実施状況（単位：件） 

 

注1 建設リサイクル法合同パトロール時を除く。 

注2 網掛け部分は調査対象外。 

 

表 10 フロン排出抑制法に基づく指導・助言（単位：件） 

 

※1 フロン排出抑制法が平成27年4月から施行され、第一種特定製品管理者が指導・助言等の対象となった。 

※2 改正フロン排出抑制法が令和２年４月に施行されたことに伴い、特定解体工事元請業者及び第一種特定

製品引取等実施者が指導・助言の対象となった。 

※3 第一種特定製品整備者、第一種特定製品廃棄等実施者及び第一種フロン類引渡受託者。 

実施主体が自

治体

実施主体が協

議会等

1,462 330 0 0 12 227 0

1 0 0 0 0 0 0

100 4 0 0 0 1 0

99 42 0 0

1,717 97 56 0

18 0 0 0 0 0 0

36 6 0 0 3 0 0

1,029 134 0 0 0 0 10 10

4,462 613 0 0 15 0 294 10

特定解体工事元請業者（事務所）

立入

検査

指導・

助言

勧告 登録の

取消し等

任意の実地調査

第一種特定製品管理者

第一種特定製品整備者

第一種特定製品廃棄等実施者

命令 報告

徴収

特定解体工事元請業者（解体現場）

第一種フロン類引渡受託者

第一種特定製品引取等実施者

第一種フロン類充塡回収業者

合計

平成27

年度

平成28

年度

平成29

年度

平成30

年度

令和元

年度

令和2

年度

令和3

年度

令和4

年度

令和5

年度

法に基づく指導・助言（合計） 203 156 275 435 420 399 339 592 613

第一種特定製品管理者（※1） 79 36 64 216 223 209 155 196 330

第一種フロン類充塡回収業者 110 111 206 215 179 146 125 159 134

特定解体工事元請業者（※2） - - - - - 33 47 222 139

うち事務所 - - - - - - 1 4 42

うち解体現場 - - - - - - 46 218 97

第一種特定製品引取等実施者（※2） - - - - - 2 6 5 6

その他（※３） 14 9 5 4 18 9 6 10 4
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図 4 法に基づく指導・助言件数の推移 
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表 11 令和5年度に実施したフロン排出抑制法に基づく立入検査等の実施状況（単位：件） 

その１ 

 

注１ 建設リサイクル法合同パトロール時を除く。 

注２ 網掛け部分は調査対象外。 

実施主体が自治体（合計） 実施主体が協議会等（合計）

自治体が

自ら実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他 協議会が

実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他

北海道 31 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青森県 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 3 0 0 0 0 9 9 0 0 0 0 0 0 0 0

宮城県 84 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 47 2 0 0 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 135 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 7 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃木県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 161 85 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

埼玉県 35 13 0 0 0 200 0 0 200 0 0 0 0 0 0

千葉県 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 81 9 0 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 143 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 7 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 41 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡県 2 0 0 0 0 7 0 0 7 0 0 0 0 0 0

愛知県 181 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 22 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 35 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 20 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 22 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 94 38 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 43 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 25 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 49 30 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 21 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 31 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 27 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 8 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 1,462 330 0 0 12 227 20 0 207 0 0 0 0 0 0

報告

徴収

任意の実地調査

第一種特定製品管理者

登録の

取消し

等
都道府県

指導・

助言

勧告 命令立入検

査
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表 12 令和5年度に実施したフロン排出抑制法に基づく立入検査等の実施状況（単位：件） 

その２ 

  

注１ 建設リサイクル法合同パトロール時を除く。 

注２ 網掛け部分は調査対象外。 

実施主体が自治体（合計） 実施主体が協議会等（合計）

自治体が

自ら実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他 協議会が

実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他

北海道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青森県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃木県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

報告

徴収

登録の

取消し

等

任意の実地調査

都道府県

第一種特定製品整備者

指導・

助言

勧告 命令立入検

査
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表 13 令和5年度に実施したフロン排出抑制法に基づく立入検査等の実施状況（単位：件） 

その３ 

 

注１ 建設リサイクル法合同パトロール時を除く。 

注２ 網掛け部分は調査対象外。 

実施主体が自治体（合計） 実施主体が協議会等（合計）

自治体が

自ら実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他 協議会が

実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他

北海道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青森県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃木県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉県 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 62 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡県 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

愛知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 7 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 100 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

都道府県

指導・

助言

勧告 命令

第一種特定製品廃棄等実施者

報告

徴収

登録の

取消し

等

任意の実地調査立入検

査
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表 14 令和5年度に実施したフロン排出抑制法に基づく立入検査等の実施状況（単位：件） 

その４ 

 

注１ 建設リサイクル法合同パトロール時を除く。 

注２ 網掛け部分は調査対象外。 

実施主体が自治体（合計） 実施主体が協議会等（合計）

自治体が

自ら実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他 協議会が

実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他

北海道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青森県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃木県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 70 42 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 99 42 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

報告

徴収

登録の

取消し

等

任意の実地調査

都道府県

特定解体工事元請業者（事務所）

指導・

助言

勧告 命令立入検

査
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表 15 令和5年度に実施したフロン排出抑制法に基づく立入検査等の実施状況（単位：件） 

その５ 

 

注１ 建設リサイクル法合同パトロール時を除く。 

注２ 網掛け部分は調査対象外。 

実施主体が自治体（合計） 実施主体が協議会等（合計）

自治体が

自ら実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他 協議会が

実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他

北海道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青森県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮城県 52 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 390 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 411 62 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃木県 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉県 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 596 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 27 0 43 43 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 0 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知県 11 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 36 0 13 13 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 5 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 80 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 68 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 7 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 1,717 97 56 56 0 0 0 0 0 0 0 0

都道府県

指導・

助言

勧告 命令 報告

徴収

特定解体工事元請業者（解体現場）

登録の

取消し

等

任意の実地調査立入検

査
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表 16 令和5年度に実施したフロン排出抑制法に基づく立入検査等の実施状況（単位：件） 

その６ 

 

注１ 建設リサイクル法合同パトロール時を除く。 

注２ 網掛け部分は調査対象外。 

実施主体が自治体（合計） 実施主体が協議会等（合計）

自治体が

自ら実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他 協議会が

実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他

北海道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青森県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃木県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

報告

徴収

登録の

取消し

等

任意の実地調査

都道府県

第一種フロン類引渡受託者

指導・

助言

勧告 命令立入検

査
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表 17 令和5年度に実施したフロン排出抑制法に基づく立入検査等の実施状況（単位：件） 

その７ 

 

注１ 建設リサイクル法合同パトロール時を除く。 

注２ 網掛け部分は調査対象外。 

実施主体が自治体（合計） 実施主体が協議会等（合計）

自治体が

自ら実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他 協議会が

実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他

北海道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青森県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃木県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 3 3 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 36 6 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

任意の実地調査

都道府県

指導・

助言

勧告 命令

第一種特定製品引取等実施者

報告

徴収

登録の

取消し

等

立入検

査
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表 18 令和5年度に実施したフロン排出抑制法に基づく立入検査等の実施状況（単位：件） 

その８ 

 

注 建設リサイクル法合同パトロール時を除く。 

 

実施主体が自治体（合計） 実施主体が協議会等（合計）

自治体が

自ら実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他 協議会が

実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他

北海道 16 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青森県 6 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮城県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 23 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 29 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 25 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃木県 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 10 0

埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉県 16 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 62 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 92 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 41 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 44 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 67 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛知県 26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 41 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 57 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 11 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 22 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 19 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 47 25 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 25 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 57 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 77 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 17 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 50 6 0 0 0 0 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 1,029 134 0 0 0 0 10 10 0 0 0 10 0 0 10 0

報告

徴収

登録の

取消し

等

任意の実地調査

都道府県

第一種フロン類充塡回収業者

指導・

助言

勧告 命令立入検

査
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表 19 令和5年度に実施したフロン排出抑制法に基づく立入検査等の実施状況（単位：件） 

その９ 

 

注 建設リサイクル法合同パトロール時を除く。 

  

実施主体が自治体（合計） 実施主体が協議会等（合計）

自治体が

自ら実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他 協議会が

実施

民間企業

への委託

等で実施

業界団体

等への委

託等で実

施

その他

北海道 47 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青森県 10 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手県 3 1 0 0 0 0 9 9 0 0 0 0 0 0 0 0

宮城県 137 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田県 80 2 0 0 0 0 8 8 0 0 0 0 0 0 0 0

山形県 602 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福島県 447 68 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城県 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

栃木県 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

群馬県 231 127 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 10 0

埼玉県 35 13 0 0 0 0 200 0 0 200 0 0 0 0 0 0

千葉県 19 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都 801 9 0 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神奈川県 263 0 0 0 0 0 43 43 0 0 0 0 0 0 0 0

新潟県 48 30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

富山県 46 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川県 47 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井県 17 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨県 22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岐阜県 129 29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡県 3 0 0 0 0 0 8 0 0 8 0 0 0 0 0 0

愛知県 218 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重県 63 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀県 92 39 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都府 67 1 0 0 1 0 13 13 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪府 47 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 118 56 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奈良県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 74 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取県 12 4 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

島根県 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山県 126 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島県 165 60 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

山口県 46 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳島県 20 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

香川県 59 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

愛媛県 91 22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福岡県 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長崎県 77 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

熊本県 22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大分県 51 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宮崎県 39 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0

沖縄県 51 6 0 0 0 0 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 4,462 613 0 0 15 0 294 86 0 208 0 10 0 0 10 0

都道府県

命令 報告

徴収

登録の

取消し

等

合計

指導・

助言

勧告 任意の実地調査立入検

査
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（２）第一種特定製品管理者への立入検査等の選定方法（表 20） 

第一種特定製品管理者への法に基づく立入検査等は1,462件（表8参照）であり、立入先

の選定方法は、「年間立入検査計画や立入検査要領等に基づき選定」、「他法令の立入検査

等と併せて実施」、「環境省から提供される優先確認事業者リストを参考に選定」といった

自治体が多かった。また、「他法令の立入検査等と併せて実施」の内訳を見ると「大気汚

染防止法」と「水質汚濁防止法」が多かった。 

 

表 20 第一種特定製品管理者への立入検査等の選定方法（単位：自治体（複数回答）） 

 
 

（３）第一種特定製品管理者への立入検査等を行わなかった理由（表 21） 

第一種特定製品管理者への法に基づく立入検査等を行わなかったのは8自治体であり、

行わなかった理由として、「立入検査等を要する不適正案件に関する通報や報告等がなか

ったため」、「立入検査等を行う人員を確保できなかったため」といった自治体がみられた。 

 

表 21 第一種特定製品管理者への立入検査等を行わなかった理由（単位：自治体（複数回答）） 

  
 

（４）第一種特定製品廃棄等実施者への立入検査等の選定方法（表 22） 

第一種特定製品廃棄等実施者への法に基づく立入検査等は100件（表8参照）であり、立

入先の選定方法は、「第一種特定製品管理者に対する立入検査等と併せて実施」、「漏えい

事故等の不適正案件に関する通報や報告書等に基づき選定」、といった自治体がみられた。 

 

表 22 第一種特定製品廃棄等実施者への立入検査等の選定方法（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

大気汚染

防止法

水質汚濁

防止法

ダイオキシン

類特別措置法

高圧ガス

保安法
その他

全国計 24 21 16 8 2 7 12 11 19 3

環境省から提供

される優先確認

事業者リストを

参考に選定

その他

年間立入検査計画

や立入検査要領等

に基づき選定

他法令の立入検査等と併せて実施 前年度までに法

第19条に基づく

フロン類算定漏

えい量報告を

行った事業者か

ら選定

漏えい事故等の

不適正案件に関

する通報や報告

等に基づき選定

立入検査等を要する不

適正案件に関する通報

や報告等がなかったた

め

立入検査等を行う人員

を確保できなかったた

め

年間立入検査計画や立

入検査要領等を策定し

ていない又は策定中の

ため

第一種特定製品管理者

の把握が困難なため

立入検査等の対象とす

る第一種特定製品管理

者の適切な選定が困難

なため

その他

全国計 6 3 2 1 1 0

大気汚染

防止法

水質汚濁

防止法

ダイオキシン

類特別措置法

高圧ガス

保安法
その他

全国計 6 1 1 0 0 0 2 1

第一種特定製品管理者に

対する立入検査等と併せ

て実施

他法令の立入検査等と併せて実施
漏えい事故等の不適正案

件に関する通報や報告等

に基づき選定

その他
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（５）第一種特定製品廃棄等実施者への立入検 

査等を行わなかった理由（表 23） 

第一種特定製品廃棄等実施者への法に基づく立入検査等を行わなかったのは40自治体で

あり、行わなかった理由としては、「立入検査等を要する不適正案件に関する通報や報告

等がなかったため」、「第一種特定製品廃棄等実施者の把握が困難なため」といった自治体

が多かった。 

 

表 23 第一種特定製品廃棄等実施者への立入検査等を行わなかった理由（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

（６）特定解体工事元請業者への立入検査等の選定方法（表 24） 

特定解体工事元請業者への法に基づく立入検査等は事務所と解体現場を合わせて1,816

件（表8参照）であり、立入先の選定方法は、「建設リサイクル法に基づく届出情報を踏ま

えて選定」、「他法令の立入検査等と併せて実施」といった自治体がみられた。また、「他

法令の立入検査等と併せて実施」では、「大気汚染防止法」の立入検査等と併せて実施し

ている自治体が多かった。 

 

表 24 特定解体工事元請業者への立入検査等の選定方法（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

（７）特定解体工事元請業者への立入検査等を行わなかった理由（表 25） 

特定解体工事元請業者への法に基づく立入検査等を行わなかったのは24自治体であり、

行わなかった理由としては、「立入検査等を要する不適正案件に関する通報や報告等がな

かったため」、「立入検査等を行う人員を確保できなかったため」といった自治体が多かっ

た。 

 

表 25 特定解体工事元請業者への立入検査等を行わなかった理由（単位：自治体（複数回答）） 

 
  

立入検査等を要する不適

正案件に関する通報や報

告等がなかったため

第一種特定製品廃棄等実

施者の把握が困難なため

年間立入検査計画や立入

検査要領等を策定してい

ない又は策定中のため

立入検査等を行う人員を

確保できなかったため

立入検査等の対象とする

第一種特定製品廃棄等実

施者の適切な選定が困難

なため

その他

全国計 33 18 8 8 6 2

大気汚染

防止法

水質汚濁

防止法

ダイオキシン

類特別措置法

高圧ガス

保安法
その他

全国計 7 14 0 0 0 2 4 16 0

その他

年間立入検査計画

や立入検査要領等

に基づき選定

他法令の立入検査等と併せて実施
不適正案件に関

する通報や報告

等に基づき選定

建設リサイクル

法に基づく届出

情報を踏まえて

選定

立入検査等を要する不適

正案件に関する通報や報

告等がなかったため

立入検査等を行う人員を

確保できなかったため

年間立入検査計画や立

入検査要領等を策定し

ていない又は策定中の

ため

特定解体工事元請業者

の把握が困難なため

立入検査等の対象とす

る特定解体工事元請業

者の適切な選定が困難

なため

その他

全国計 18 7 5 4 4 5



26 

（８）第一種特定製品引取等実施者への立入検査等の選定方法（表 26） 

第一種特定製品引取等実施者への法に基づく立入検査等は36件（表8参照）であり、立

入先の選定方法は、「不適正案件に関する通報や報告等に基づき選定」、「年間立入検査計

画や立入検査要領等に基づき選定」、といった自治体がみられた。 

 

表 26 第一種特定製品引取等実施者への立入検査等の選定方法（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

（９）第一種特定製品引取等実施者への立入検査等を行わなかった理由（表 27） 

第一種特定製品引取等実施者への法に基づく立入検査等を行わなかったのは36自治体で

あり、行わなかった理由としては、「立入検査等を要する不適正案件に関する通報や報告

等がなかったため」、「第一種特定製品引取等実施者の把握が困難なため」といった自治体

が多かった。 

 

表 27 第一種特定製品引取等実施者への立入検査等を行わなかった理由（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

（１０）第一種フロン類充塡回収業者への立入検査等の選定方法（表 28） 

第一種フロン類充塡回収業者への法に基づく立入検査等は1,029件（表8参照）であり、

立入先の選定方法は、「年間立入検査計画や立入検査要領等に基づき選定」、「第一種フロ

ン類充塡回収業の登録又は更新の申請等に合わせて実施」といった自治体が多かった。 

 

表 28 第一種フロン類充塡回収業者への立入検査等の選定方法（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

 

 

 

大気汚染

防止法

水質汚濁

防止法

ダイオキシン類

特別措置法

高圧ガス

保安法
その他

全国計 1 0 0 0 0 5 6 1

年間立入検査計画や立

入検査要領等に基づき

選定

他法令の立入検査等と併せて実施 不適正案件に関する通

報や報告等に基づき選

定

その他

立入検査等を要する

不適正案件に関する

通報や報告等がな

かったため

第一種特定製品引取

等実施者の把握が困

難なため

立入検査等を行う人

員を確保できなかっ

たため

年間立入検査計画や

立入検査要領等を策

定していない又は策

定中のため

立入検査等の対象と

する第一種特定製品

引取等実施者の適切

な選定が困難なため

その他

全国計 28 15 9 7 5 2

大気汚染

防止法

水質汚濁

防止法

ダイオキシ

ン類特別措

置法

高圧ガス

保安法
その他

全国計 29 6 3 2 1 4 7 11 4

その他

年間立入検査計画や

立入検査要領等に基

づき選定

他法令の立入検査等と併せて実施
不適正案件に関する

通報や報告等に基づ

き選定

第一種フロン類充塡

回収業の登録又は更

新の申請等に合わせ

て実施
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（１１）第一種フロン類充塡回収業者への立入検査等を行わなかった理由（表 29） 

第一種フロン類充塡回収業者への法に基づく立入検査等を行わなかったのは9自治体で

あり、行わなかった理由としては、「立入検査等を要する不適正案件に関する通報や報告

等がなかったため」、「立入検査等を行う人員を確保できなかったため」といった自治体が

多かった。 

 

表 29 第一種フロン類充塡回収業者への立入検査等を行わなかった理由（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

（１２）法第45条第4項に規定する報告件数（図 5） 

令和5年度における法第45条第4項に規定する報告（引取証明書の未受領・虚偽記載に関

する報告）件数は青森県、愛知県の2件のみであった。 

 

 

図 5 「法第45条第4項」に規定する報告件数の推移 

 

（１３）法違反に対する告発件数 

令和6年度における法違反に対する告発はなかった。平成22年度以降、法違反に対する

告発数は0件である。 

 

 

立入検査等を要する不適正

案件に関する通報や報告等

がなかったため

立入検査等を行う人員を確

保できなかったため

立入検査等の対象とする第

一種フロン類充塡回収業者

の適切な選定が困難なため

年間立入検査計画や立入検

査要領等を策定していない

又は策定中のため

その他

全国計 8 5 1 0 0

4 4

0

1

3

6

3

6 6

2

1

2

0

2

4

6

8

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R1

年度

R2

年度

R3

年度

R4

年度

R5

年度

(件)
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（１４）立入検査方針や年間計画等の策定の有無等（表 30）  

毎年度の目標数等を定めた立入検査方針や年間計画等について、「策定済み」は29自治

体、「策定予定あり」は4自治体、立入現場等において使用する立入検査要領やマニュアル

については、「策定済み」は33自治体、「策定予定あり」は3自治体であった。 

 

表 30 立入検査方針や年間計画等の策定状況（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

  

策定済み 策定予定あり 策定予定無し 策定済み 策定予定あり 策定予定無し
他のマニュア

ル等を準用

全国計 29 4 14 33 3 3 9

立入検査方針・年間計画等 立入検査要領・マニュアル
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3．他法令との連携状況 

（１）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）及び廃棄物の処

理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）との連携（表 31） 

45自治体において、建設リサイクル法等の他法令と連携した立入りが実施されている。

解体に係る届出の共有は、30自治体で当該自治体内及び建設リサイクル法政令市等と行わ

れており、14自治体で当該自治体内のみとなっている。また、16自治体で廃棄物処理法の

不法投棄監視との連携が行われている。その他、建設リサイクル法合同パトロールと併せ

て啓発チラシの配布をする場合もあった。 

 

表 31 建設リサイクル法及び廃棄物処理法との連携（単位：自治体（複数回答）） 

 
※ 都道府県内の一部市区町村のみと共有しているものを含む。 

 

（２）建設リサイクル法第10条に規定する解体届の情報共有、活用の方法 

i. 通常業務における解体届の共有方法（表 32） 

建設リサイクル法第10条に規定する解体届の情報共有は、「紙媒体・電子媒体による

情報共有」が40自治体、「庁内LAN等の電子情報システム等による共有」が9自治体で

あった。 

表 32 通常業務における解体届の共有方法（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

ii. 通常業務における解体届の共有頻度（表 33） 

建設リサイクル法第10条に規定する解体届の共有頻度は、「定期的」が25自治体と多

く、次いで「情報提供を求めた場合に都度」が14自治体であった。 

 

表 33 通常業務における解体届の共有頻度（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

建リ法合同パトロール及

び立入の実施

解体に係る届出の共有(都

道府県庁舎内及び建リ法

政令市等)※

廃掃法の不法投棄監視と

の連携

解体に係る届出の共有(都

道府県庁舎内のみ)
その他 特になし

全国計 45 30 16 14 4 0

紙媒体・電子媒体による情報共有
庁内LAN等の電子情報システム等に

よる共有
その他

全国計 40 9 1

定期的
情報提供を求めた

場合に都度
内容に応じて

届出の都度、また

は、積極的な情報

提供はないが常に

閲覧可能

建リ法パト時のみ その他

全国計 25 14 12 11 7 3
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iii. 通常業務における解体届の活用方法（表 34） 

建設リサイクル法第10条に規定する解体届の活用方法は、「立入検査・指導に活用」

が37自治体、「他法令の立入検査等と併せて実施」では、「大気汚染防止法」が27自治体

で多かった。 

 

表 34 通常業務における解体届の活用方法（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

（３）解体届の情報共有が困難な理由や背景事情等（表 35） 

通常業務の中で解体届の情報共有を実施していないのは3自治体であり、理由や背景事

情としては、「情報を有効活用する仕組みがない」といった理由が挙げられた。 

 

表 35 解体届の情報共有が困難な理由や背景事情等（単位：自治体（複数回答）） 

 

 

（４）建設リサイクル法等と連携した建築物の解体工事において指導強化を促進していく上

で課題や支障（表 36） 

建設リサイクル法等と連携した建築物の解体工事において、指導強化を促進していく上

で課題や支障となっている事項について、「指導のタイミングが難しい」が39自治体、次

いで「解体業者のフロン排出抑制法に対する認識不足」が30自治体と多くなった。 

 

表 36 指導強化を促進していく上で課題や支障（単位：自治体（複数回答）） 

 
  

大気汚染

防止法

水質汚濁

防止法

高圧ガス

保安法

ダイオキシン

類特別措置法
その他

全国計 37 27 3 2 1 9 1

立入検査・指

導に活用

他法令の立入検査等と併せて実施

その他

情報を有効活用する

仕組みがない

部局間連携が困

難

情報の集約が困

難
情報精査が困難

法的根拠が不十

分
その他

全国計 2 1 0 0 0 1

指導のタイミングが

難しい
フロン法の認識不足

解体工事の件数が多く、効果的な

立入検査等や指導が難しい
その他

全国計 39 30 16 3
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（５）建設リサイクル法及び廃棄物処理法を除く他法令・他部局等と連携内容（表 37） 

33自治体が、建設リサイクル法及び廃棄物処理法を除く他法令（大気汚染防止法、水質

汚濁防止法等）・他部局等と連携を行っている。また、「他法令の立入検査等と併せて実施」

では、「大気汚染防止法」が31自治体で「水質汚濁防止法」が18自治体で多かった。 

 

表 37 建設リサイクル法及び廃棄物処理法を除く他法令・他部局等と連携内容 

（単位：自治体（複数回答）） 

 
  

大気汚染

防止法

水質汚濁

防止法

ダイオキ

シン類特

別措置法

高圧ガス

保安法
その他

全国計 33 31 18 12 4 3 9 9 1 9

その他 連携無し

他法令・他

部局等と連

携している

自治体

他法令の立入検査等と併せて実施

情報共有 普及啓発
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4．協議会（表 38～表 39） 

協議会については、活動中が7自治体、休止が18自治体、廃止が22自治体である。活動中

の主な内容は、フロン類の回収及び処理に関する現状や課題の共有、フロン排出抑制法の周

知、普及啓発等である。 

 

表 38 協議会の概要 その１ 

 

都道府県 状況 協議会名 設置時期 主な参加者 主な活動状況
特記事項

※廃止・休止等

北海道

あり 北海道フロン類適正管理

推進協議会

平成27年8月 道、関係団体（冷凍空調設備、建

設、解体、小売、ビル所有・管

理、ホテル・旅館）、フロン類破

壊処理業者、フロン使用機器メー

カーなど

フロン類の適正管理に関する現

状・課題の共有、フロン類の適正

管理に資する各般の推進方策の検

討、フロン類の適正管理に関する

取組への協力及び推進等

-

青森県 廃止 - - - - 平成13年度廃止

岩手県 廃止 - - - - 平成30年度廃止

宮城県 廃止 - - - - -

秋田県

あり（休止） 秋田県フロン回収推進協

議会

平成7年度 冷凍空調業界、自動車関連業界、

廃棄物関連業界、フロン類破壊業

者

フロン類の適正処理に関する情報

交換

平成16年度以降開催していない

山形県 廃止 - - - - 平成15年度廃止

福島県 廃止 - - - - -

茨城県
あり（休止） 茨城県フロン回収推進協

議会

平成9年度 家電・自動車・冷凍空調機器の各

団体、市町村、県

フロン回収普及啓発、セミナー 活動休止中

栃木県 廃止 - - - - 平成26年度廃止

群馬県

あり 群馬県フロン類管理適正

等促進協議会

平成26年度 会員数20

フロン類使用製品製造業（1）、

特定製品管理者（7）、充塡回収

業、設備業（5）、破壊業

（1）、商工関係団体（2）、学

識経験者（1）、県（3）

・フロン類の使用時漏えい防止対

策の推進

・第一種特定製品の整備時及び廃

棄時のフロン類の回収の推進

・ノンフロン製品及び低ＧＷＰ製

品に係る普及啓発オゾン層の保護

及び地球温暖化防止対策に係る知

識の普及啓発

平成26年12月16日設立

埼玉県

あり 埼玉県フロン回収・処理

推進協議会

平成9年度 市町村・一部事務組合、家電業

界、業務用冷凍空調機器業界、自

動車業界、廃棄物処理業界、消費

者団体（会員数：団体会員32、

個人会員109）

・フロンの管理の適正化のための

情報収集、普及啓発

・フロンの管理の適正化に関する

情報交換

-

千葉県

あり（休止） 千葉県フロン回収処理推

進協議会

平成9年6月 市長会、町村長会、家電業界、自

動車業界、業務用冷凍空調機器業

界、廃棄物処理業界等（会員数：

団体会員22、オブザーバー2）

フロンの使用・排出等の実態把

握、フロンの回収・処理システム

の構築、普及啓発活動、フロン回

収破壊法の周知

活動休止中

東京都

あり 東京都フロン等回収・処

理推進協議会

平成9年度 会員（団体25、行政4）

【第一種特定製品】：機器の所有

者関連（7）、機器の整備関連

（3）、建築物の解体関連

（3）、産業廃棄物処理関連

（1）、自動販売機関連（2）、

フロン回収業関連（1）

【第二種特定製品】：自動車販

売・整備・解体等団体会員（8）

【行政】区市町村（3）、都(1)

フロンの回収・破壊等に関する普

及啓発、フロンの回収・破壊等の

ための情報収集、加えて、フロン

排出抑制法の施行を受け、管理者

の適正管理に関する各会員への周

知

-

神奈川県 廃止 - - - - 平成18年6月30日廃止

新潟県
あり（休止） 新潟県フロン回収推進協

議会

平成11年4月 県、新潟市、電機商業組合、冷凍

空調業界、自動車関係業界等

・フロン回収破壊法周知、徹底 活動休止中

富山県

あり（休止） 富山県フロン回収推進連

絡会議

平成10年度 県、冷凍空調業界、自動車関係業

界、産業廃棄物業界、消費者協会

等

・フロン回収破壊法の周知の徹底

・フロン回収等に関する情報交換

協議会を廃止し、平成15年度よ

り富山県フロン回収推進連絡会議

に改組。活動休止中。

石川県
あり（休止） 石川県フロン回収推進連

絡会

平成12年4月 冷凍空調業界、自動車業界、建設

業界、廃棄物業界など

フロン回収等の普及啓発 平成12年度より、規約、組織と

せず、会議として位置づけ

福井県
あり（休止） 福井県フロン回収推進会

議

平成7年8月 市町、事業者、消費者団体 - フロン回収破壊法施行後、活動中

止

山梨県

あり（休止） 山梨県フロン回収促進協

議会

平成9年11月 自動車業界、業務用冷凍空調機器

業界、廃棄物処理業界、消費者団

体（会員数：団体会員22）

- 活動休止中

長野県 廃止 - - - - 平成24年5月末日をもって廃止
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表 39 協議会の概要 その２ 

 
  

都道府県 状況 協議会名 設置時期 主な参加者 主な活動状況
特記事項

※廃止・休止等

岐阜県

あり（休止） 岐阜県フロン回収・処理

推進協議会

平成8年度 家電業界、自動車業界、業務用冷

凍空調機器業界、消費者団体、市

町村

・フロン排出抑制法の周知の徹底 活動休止中

静岡県

あり 静岡県フロン排出抑制連

絡会議

平成27年12月 管理者（個別事業者・団体）、業

界団体、フロン再生・破壊業者、

機器メーカー、県、市等（会員数

31)

・第一種特定製品の適正な管理及

びフロンの回収・処理促進に関す

る検討

・フロン排出抑制法及びノンフロ

ン・低ＧＷＰ製品の普及啓発　等

-

愛知県
あり 愛知県フロン類排出抑制

推進協議会

平成8年4月 事業者、業界団体、地方公共団

体、一部事務組合

フロン類排出抑制に関する普及・

啓発、災害時の対策

-

三重県

あり（休止） 三重県フロン回収・処理

推進協議会

平成9年3月 市町村、一般事務組合、家電業

界、自動車業界、冷凍空調業界、

高圧ガス溶材業界、消費者団体、

地元関連メーカー

フロン回収・処理システムの維持

フロン回収・処理の推進に係る啓

発事業

活動休止中

滋賀県 廃止 - - - - 平成25年4月1日をもって廃止

京都府 廃止 - - - - 平成17年度廃止

大阪府 廃止 - - - - -

兵庫県

あり 兵庫県フロン回収・処理

推進協議会

平成6年12月 市町、一部事務組合、消費者団

体、廃棄物処理業者、フロン製

造・販売メーカー、家電業界、自

動車業界、業務用冷凍空調機器業

界、フロン回収装置メーカー等

普及啓発、講習会の実施等 -

奈良県
あり（休止） 奈良県フロン回収促進連

絡会

平成11年7月 奈良県電器商業組合、奈良県自動

車販売店協会　他

情報収集、普及啓発事業　等 フロン回収破壊法施行後、活動休

止中

和歌山県

あり（休止） 和歌山県フロン回収・破

壊処理推進連絡会

平成12年5月 和歌山県冷凍空調設備協会、

（社）日本自動車販売協会連合会

和歌山県支部、（社）和歌山県自

動車設備振興会

フロン回収の普及啓発等 活動休止中

鳥取県 廃止 - - - - 平成14年度廃止

島根県 廃止 - - - - 平成14年度廃止

岡山県 廃止 - - - - 平成13年度廃止

広島県 廃止 - - - - 平成19年度廃止

山口県 廃止 - - - - 平成19年度廃止

徳島県

あり（休止） 徳島県フロン回収・処理

推進協議会

平成11年3月 学識経験者、家庭電器関係、自動

車関係、冷凍・空調設備関係、廃

棄物関係、消費者関係、行政機関

フロンの回収・処理についての情

報交換及び普及啓発

活動休止中

香川県

あり（休止） 香川県フロン回収・処理

対策推進協議会

平成11年度 学識経験者、消費者団体、自動車

関係団体、冷凍空調設備関係団

体、家電関係団体、廃棄物関係団

体、関係行政機関

・回収処理についての情報交換及

び普及啓発、システムの構築

・構成団体を通じたフロン回収破

壊法の周知

活動休止中

愛媛県

あり（休止） 愛媛県フロン等環境対策

連絡協議会

平成23年6月 県、産業廃棄物業界、冷凍空調業

界、自動車業界

フロン回収にかかる普及啓発及び

研修等

平成23年6月から名称変更

法に基づく協議会は設置していな

い

高知県 廃止 - - - - 平成16年度廃止

福岡県 廃止 - - - - 平成22年度廃止

佐賀県 廃止 - - - - 平成16年度廃止

長崎県 廃止 - - - - -

熊本県 廃止 - - - - 平成18年度廃止

大分県

あり（休止） 大分県フロン回収推進協

議会

平成6年8月 市町村、消費者、廃棄物処理業

者、家電業界、自動車業界、冷凍

空調機器業界、環境中小企業関連

団体

回収・再利用・破壊システムの確

立に向けて検討

活動休止中

宮崎県
あり（休止） 宮崎県フロン対策推進協

議会

平成8年10月 宮崎県冷凍空調工業会、宮崎県自

動車販売店協会など

フロン類の回収、再利用、破壊等

に関する情報交換

活動休止中

鹿児島県 廃止 - - - - 平成14年度廃止

沖縄県

あり（休止） 沖縄県フロン回収・処理

推進協議会

平成11年度 消費者団体、自動車業界、冷凍空

調業界、廃棄物業界、家電業界、

建設業界、行政機関

・フロンの回収・処理についての

普及啓発に関すること

・フロンの回収・処理に関する情

報交換

・その他必要事項

活動休止中


